







































































































































































































































































































































































順位 講義内容 ｢希望する」度数 ｢希望する」％
１ コミュニケーション 97 70.3
２ 環境教育 56 40.6
２ メディアリテラシー 56 40.6
４ 国際理解教育 53 38.4
５ 福祉教育 49 35.5
６ エネルギー教育 25 18.1
７ サービスラーニング 17 12.3















順位 講習形態 「希望する」度数 「希望する」％
１ 大学教員による講義 102 73.9
２ 観察や実習 79 57.2
３ 話し合い 71 51.4
４ 研究機関研究者による講義 62 44.9
４ 附属学校教員による講義 62 44.9
図２　講習形態
図３　教員免許状更新講習実施準備委員会
ます。国家で一律にやらなければいけないのに，大学に任せているところに大き
な問題があります。
例えば，大学に任せるということですが，受講料をどうするか，募集をどうや
ってやるか，見えてこない問題があります。また，講習は６時間単位で受講者が
希望するものをピックアップして良い，アラカルトに選択して受講して良いとい
う方式です。理屈としては分かりますが，実際の作業としては難しい問題をはら
んでいます。
筑波大学では，試行の取組みの一つとして，視覚障害，聴覚障害などのある受
講生に対する講習を行う予定ですが，30時間・５日間の講習を実施した場合，試
算では100万円近くの経費がかかります。これを大学が負担するには無理があり
ます，理不尽だと思います。国がやるべきこととそうでないことがあいまいなま
まに，丸投げされてやらなければいけないのか，疑問を感じている大学教員がい
ます。最近では，文科省の方でもかなり整理されてきてはいますが，まだ問題は
残っています。
教育三法が通った時に，私はチャンスだと思いました。その理由の一つは，筑
波大学の独自の経緯が関係しています。師範学校からの長い歴史がありますが，
「教育の歴史」がつながっているようで，切れているような状況が続いていまし
た。法人化後，筑波大学のアイデンティティーとして教育を大切にしなければい
けないと言う雰囲気は強くなり，現執行部もそう考えています。この免許更新制
は「教育の筑波」としての力量を発揮するチャンスだと考えました。今後，教育
に対して責任ある対処をするには，免許更新制を軸にしてやっていかなければい
けない，私の専門である教育学の立場からもそう思いました。
二つ目は，附属学校に関する問題です。筑波大学には，幼稚園を除くすべての
タイプの学校があり，全体としてかなりの規模となります。法人化後，附属11校
をどうするかは常に問題でした。免許更新制を媒介として，附属の将来構想を考
えると，この免許更新制が有効な手段となり得ると思いました。附属小学校は，
小学校教員養成課程がないために白い眼で見られていましたが，附属小学校を活
用した講習を行い，全国から受講者が集まれば，附属の存在理由を説明できます。
来年度は1200名を予定していますが，１日は附属学校で講習を受けるようなカ
リキュラムを作りたいと考えています。そういう意味で附属学校は宝でして，場
所の活用，教員の活用の両面が考えられます。530名の教員の３分の１ぐらいは
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講師となり得る力量を持っています。
こう考えると，ビジネスチャンスだと思うわけです。大学教員の中には，割り
を食って費用持ち出しになるのではないかと考える人もいますが，筑波大学全体
として取り組み，良い講習を作り上げたい。附属の教員は張り切っていますので，
その思いを生かしつつ，附属を活用した講習を実現したいと思います。
公開シンポジウム「教員免許更新制と大学および大学附属学校の役割」
（コメンテーターとして）
小　林　　　汎
１．「後だしジャンケン」の問題性
現在教職についている教員の多くは，「何で今更，免許更新なのか」との思いが
率直な感想であろう。突然，自動車免許やパスポートのように期限がついた。し
かも現職の者まで対象とは…。「現在の職はどうなるのか」「弁護士や医者は更新
制が導入されないのに，何で教員だけが」「管理職など一部の教員はなぜ除外なの
か」等々…「後だしジャンケン」に対する不満がある。さらに，更新講習はあく
まで個人の責任であり，費用は自己負担（３万円程度と言われている）とされ，
土・日や長期休業期間中の勤務時間外に30時間（６×５日）の講習を受講しなけ
ればならない。しかも試験に合格しないと，免許は「失効」すると言うことに，
一層不満と不安感を高めている。
２．更新講習を受けて「自信と誇りを持って教壇に」立てるか？
当初，不適格教員の排除との声もあったが，文部科学省の説明では，「不適格教
員の排除を目的としたものではありません」として，更新制の目的を「必要な資
質能力が保持されるよう，定期的に最新の知識技能を身に付けることで，教員が
自信と誇りを持って教壇に立ち，社会の尊敬と信頼を得ることを目指す」として
いる。だが，言葉の「美しさ」とは裏腹に，説得力のある説明とは思えない。
現在，教員の多くは，通常の勤務以外に，部活等の指導や引率で土日もない実
態がある。また，各県で実施される様々な研修に加えて，５年ほど前からは「10
年経験者研修」が法制化されて始まっている。「休みのない日々」と「研修漬け」
とで，かえって明日への活力を失っている実態がある。また，更新講習対象者と
「10年経験者研修」の対象者が時期的に重なることも予想される。どうすれば「自
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信と誇りを持って教壇に」立てるのか，現場サイドの実態を踏まえつつ，これま
での研修のあり方も含めて検討すべきであろう。
３．受講者の立場から
法制化された以上，受講は義務となっている。一方，支払った金額に見合う
「質」の高い講習を要求する権利がある。日々の教育活動で欠けているものは何
か，自分自身をキャリアアップするには何が必要かを考えて，実施する大学等に
講座内容に対して具体的な要求を積極的にぶつけて，「得したと思える講習」にし
たら良いであろう。あなたは，学問の最先端に触れてみますか？　新しい実験方
法を学びたいですか？　学校現場で授業研究したいですか？　とにかく，受身の
講習は苦痛以外のなにものでもないでしょうから。
４．最後に一言
「過ちては則ち改むるに憚ること勿れ」。全体的視野に立って制度設計の見直し
が必要であろう。
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